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３．計画に基づき実施する事業 
 （事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

        設備の整備に関する事業） 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 【No.1】病床機能等分化・連携促進基盤整備事業 【総事業費】 
476,400 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
医療機関 
 

事業の目標 急性期から回復期への機能転換等を図るために、医療機関の施設・設備を整備。 
・施設整備医療機関数 ５施設 
・設備整備医療機関数 ３施設 
・病床連携強化医療機関数 １施設 

事業の期間 平成２７年１０月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  急性期から回復期への機能転換等を図る医療機関の施設・設備整備費用の一部

を補助し、地域における医療機能の分化・連携等を促進する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
476,400 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 161,466(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

 80,734(千円) 民 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 242,200 (千円) うち受託事業等（再掲） 

（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） 234,200 (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 【No.2】脳卒中連携体制構築支援事業 【総事業費】 
18,400 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
宮崎大学 
 

事業の目標 脳梗塞に対する t-PAによる脳血栓溶解療法の実施可能な医療機関をへき地に 2
カ所追加を目指す。 

事業の期間 平成２７年１０月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  脳梗塞患者の後遺障害を軽減し、脳卒中による寝たきり患者の減少を図るた

め、宮崎大学における急性期脳梗塞に対する急性期血栓溶解療法の普及推進や

脳梗塞症状の啓発に係る取組を支援する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
18,400 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 12,267 
(千円) 

基金 国（Ａ） 12,267 (千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

6,133 (千円) 民 0(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 18,400 (千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 
 

その他（Ｃ） 0 (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 【No.3】がん治療における医科歯科連携推進事業 【総事業費】 
4,798 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
宮崎県（県歯科医師会へ委託） 
 

事業の目標 ・チーム医療を行うことができる拠点病院等： 
 平成２４年度 不明 → 平成２７年度 ５カ所（５カ所／５カ所） 
・研修会回数の増：平成２６年度１回 → 平成２７年度 ４回 
・連携会議・ケース検討会実施の増： 
平成２６年度３回 → 平成２７年度 ６回 

・相談件数の増加：平成２６年度１１件 → 平成２７年度４０件 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  がん診療連携拠点病院等において手術前後の歯科治療や口腔ケアを行うこと

により、がん患者のＱＯＬ向上や効果的ながん治療の体制を整備するため、医

科と歯科の研修会、連携会議・ケース検討会を実施し、調整窓口の設置を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
4,798(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 3,199(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

1,599(千円) 
 

民 3,199(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 4,798(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

3,199(千円) 
その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 【No.4】訪問歯科診療推進設備整備事業 【総事業費】 
21,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
対象歯科診療所 
 

事業の目標 ①歯科保健知識や技術指導のための機器整備を行った歯科診療所の増： 
 平成２５年度～平成２６年度 １５カ所 → 平成２７年度 ２７カ所 
②新規参入歯科診療所 １０歯科医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 ①在宅歯科診療を実施している歯科診療所等が、在宅療養者への口腔ケアや在

宅介護者への歯科保健知識の啓発や技術指導を円滑に実施するため、必要な医

療機器等に係る設備整備に対する補助を行う。 
 ・補助対象機器 
  口腔ケアに必要な歯科医療機器等（口腔内コンパクトカメラ、給水吸引ブ

ラシ、デジタルカメラ接写用レンズ、指導用モニター等） 
②在宅歯科診療へ新規参入する歯科医療機関に対し、在宅歯科医療機器等の設

備整備を支援する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
21,000(千

円) 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 8,667(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

4,333(千円) 民 8,667(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 13,000(千
円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) その他（Ｃ） 8,000(千円) 
備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 【No.5】精神科病床の機能分化・連携を推進するための基盤

整備 
【総事業費】 

90,000 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
対象医療機関 
 

事業の目標 病床の機能分化のための施設整備を行う精神医療機関 １医療機関 

事業の期間 平成２７年１２月１日～平成２９年３月３１日 
 

事業の内容 精神科病床の機能分化・連携を推進するための施設・設備の整備に対して支

援を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 90,000(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

 

公 (千円) 
基金 国 30,000(千円) 

都道

府県 
15,000(千円) 民 千円)

 
うち受託事業等（再掲）

（注３） 

(千円) 
 

その他 45,000(千円) 

備考（注４）  

 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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（事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業） 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.1】在宅医療・介護連携推進体制整備事業 【総事業費】 
25,081 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
宮崎県医師会 

事業の目標 中核をなす郡市医師会及び県医師会において、多職種のニーズに応じた研修

を行いレベルアップを図っていくほか、必要な機器を整備することにより、医

療と介護の連携体制及び在宅医療の充実を図ることを目的とする。 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 (1) 在宅医療従事者の研修事業 

多職種のニーズに応じた研修の実施 

(2) テレビ会議システムを活用した研修体制構築事業（２７年度のみ） 

(3) 在宅医療のための機能強化事業（２７年度のみ） 

  在宅医療に必要な機器を各市郡医師会に設置する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
25,081 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 13,488(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

6,743(千円) 民 13,488(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 20,231 (千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 
 

その他（Ｃ） 4,850 
(千円) 

備考（注３）  
 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1】宮崎県介護施設等整備事業 
    （介護施設等の整備に関する事業） 

【総事業費】 

千円 

事業の対象
となる医療
介護総合確
保区域 

都城北諸県・西諸県・西都児湯・延岡西臼杵 

事業の実施
主体 市町、社会福祉法人 

事業の目標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等を支援

することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 
・地域密着型介護老人福祉施設  １９９床（８カ所） → ２５５床（１０カ所） 
・小規模多機能型居宅介護事業所  

１０，６２０人／月（５４カ所）→１２，７８０人／年（６０カ所） 
・認知症高齢者グループホーム   

２７，０９６人／年 → ２８，５２４人／年 
２，４１８床（１７９カ所）→ ２，４８３床（１８５カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 ４２０人／年 → ８６４人／年 
・地域包括支援センター         ６９施設 → ７０施設 

事業の期間 平成２７年７月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム              ５６床（２カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所           １８人／月（１カ所） 

 認知症高齢者グループホーム                ３６床（３カ所） 

看護小規模多機能型居宅介護事業所      ３５人／月（１カ所） 

地域包括支援センター                     １カ所 

 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

整備予定施設等 

特別養護老人ホーム                      ３４床（２カ所） 

地域密着型特別養護老人ホーム              ５６床（２カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所           １８人／月（１カ所） 

 認知症高齢者グループホーム                ３６床（３カ所） 
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看護小規模多機能型居宅介護事業所     ３５人／月（１カ所） 
 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
（注１） 

基金 その他 
（Ｃ） 
（注２） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 
(千円) 

266,833 
(千円) 

133,417 
(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 
(千円) 

59,616 
(千円) 

29,808 
(千円) 

 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

金額 総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 

(千円) 

 基金 
国（Ａ） 

(千円) 

326,449 
都道府県（Ｂ） 

(千円) 

163,225 
民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

489,674 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考（注５）  
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（事業区分４：医療従事者の確保に関する事業） 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.1】女性医師等就労支援事業 【総事業費】 

22,127 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県医師会 
 

事業の目標 医師のワークライフ・バランスセミナーを２回開催し、４医療機関に就労環

境改善支援を実施することで、女性医師等の離職防止・復職支援を図る。  離
職防止・復職支援女性医師等支援数 １０人 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 １ 女性医師キャリア支援相談窓口運営事業 

相談員を配置し、仕事と家庭の両立が安心してできるよう女性医師等から

の相談に応じる窓口の設置と併せ、メーリングリストを活用し、複合的に相

談できる体制を構築する。 

２ 医師のワークライフ・バランスセミナー開催事業 

    女性医師のみならず医師のライフサイクルに応じた勤務ができる環境を実

現するために医療機関管理者、医師や将来の宮崎の地域医療を支える医学生

を対象に意識啓発セミナーを開催する。 

３ 就労環境改善事業 

仕事と家庭の両立ができる働きやすい職場環境の整備を行う医療機関に対

し補助する。 

４ 保育支援サービスシステムモデル事業 
  働く女性医師等に対して、特に支援ニーズの高い「子どもの夜間対応」、「病

児・病後児保育」を中心とした保育サービスの支援を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
22,127 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 14,751(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

7,376 (千円) 
 

民 14,751(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 22,127(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 
その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.2】地域医療支援機構運営事業 【総事業費】 
50,966 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県、県医師会 等 

事業の目標 本県の医師不足や地域偏在を解消することを目的に、地域医療支援機構の連

携体制を強化しながら、多角的にかつ効果的に事業実施を図る。 
・宮崎県ゆかりの医師との交流会の参加者（首都圏及び福岡在住者の合計） 
 平成２６年度 ５０人→ 平成２７年度 ５５人 
・臨床研修病院説明会出展回数 
 平成２６年度５回→ 平成２７年度５回 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 上記事業目的を果たすため、以下の事業を実施する。 

① 医師配置等促進事業（医師配置調整） 
② 医師招へい事業（医師招へい、説明会開催） 
③ 地域医師キャリア形成支援事業（専門医資格取得等） 
④ 臨床研修指導医養成事業（指導医育成・医療クラーク育成等） 
⑤ 臨床研修病院説明会事業（レジナビフェア、病院見学支援） 
⑥ PR 事業（ウェブサイト運営、広報誌作成） 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
50,966 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 15,345 (千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

7,673 (千円) 民 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 23,018 (千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） 27,948 (千円) 

備考（注３）  
 
  



17 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.3】医師修学資金貸与事業 【総事業費】 
109,199 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県 

事業の目標 ・医師修学資金貸与者人数 
 平成２６年度１６人→ 平成２７年度１６人 
・やむを得ない事例を除き、当該事業の目的に沿わない返還事例が発生しない

よう、貸与後の状況をフォローアップできる体制を構築する。 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  医師の地域的偏在や、小児科等特定診療科の医師不足等から、地域医療の現

場を支える医師の安定的な確保が重要な課題となっていることから、県内地域

医療提供体制の整備充実を進めるため、将来、へき地や小児科特定診療科の医

師として、県内への定着が期待できる医学生に対し、修学資金を貸与し、医師

の育成・確保に取り組む 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
109,199 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 43,292 (千円) 

基金 国（Ａ） 43,292 (千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

21,646 (千円) 民 0(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 64,938 (千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 
 

その他（Ｃ） 44,261 (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4】小児科専門医育成確保事業 【総事業費】 
10,478 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県（一部県医師会へ委託） 
 

事業の目標 小児科専門研修医症例研究会を４回開催し、研修資金を５人に貸与する。 
また、貸与者と面談等を実施することにより、県内小児科系医師の定着推進を

図る 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 １ 研修資金貸与事業 

    県内で小児科の専門研修（臨床研修後３年間）を行う研修医に対し、研修

資金を貸与する。 

２ 小児科専門研修医症例研修事業 

    大学及び県内の小児医療機関が共同で症例研究会を実施することにより専

門研修の魅力を高めるとともに、研修医の更なる資質の向上を図る。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
10,478(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 6,299 (千円) 

基金 国（Ａ） 6,985(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

3,493(千円) 
 

民 686(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 10,478(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

 686(千円) 
 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.5】 
小児救急医療拠点病院運営事業 

【総事業費】 
232,641 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
都城市北諸県郡医師会 

事業の目標 小児救急医療拠点病院の診療日数 ３６５日 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 医師不足等により体制維持が困難な小児救急医療拠点病院の運営を支援する

ことで、休日及び夜間における入院治療を必要とする小児の重症救急患者の医

療を確保する。  
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
232,641 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 8,269(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

4,134(千円) 
 

民 8,269(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 12,403 (千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

 (千円) 
 

その他（Ｃ） 220,238 (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.6】看護師等養成所運営支援事業 【総事業費】 
1,368,121 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
各法人及び郡市医師会 

事業の目標 運営費補助を行う看護師等養成所数 １６校 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  看護師等養成所の運営に必要な経費についての補助を行い、看護師等養成所

の強化及び看護師等教育の充実を図る。 

事業に要す

る費用の額 
金

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,368,121 (千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  0(千円) 

基金 国（Ａ） 155,446 (千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

77,723 (千円) 民 155,446 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 233,169 (千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

 0(千円) 
 

その他（Ｃ） 1,134,952 (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.7】看護師等修学資金貸与事業 【総事業費】 
18,480 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県 

事業の目標 看護師養成所修学生に対する修学資金貸付人数 ４３名 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  看護師養成所に在学する者に修学資金を貸与することにより、県内の看護職

員の確保が困難な施設への看護師等の修学促進を図る。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
18,480 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 12,320 (千円) 

基金 国（Ａ） 12,320 (千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

6,160 (千円) 民 0(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 18,480 (千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 
 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.8】宮崎県ナースセンター事業 【総事業費】 

20,250千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県（一部を県看護協会へ委託） 

事業の目標 ナースバンクを活用した年間就業者数 300 名程度 
求人・求職等相談件数 1,500 件 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  保健師、助産師、看護師及び准看護師で未就業の者に対し就業促進に必要な

事業、看護業務等のＰＲ事業等を行い、潜在看護職員の活用や離職防止等看護

職員確保対策の総合的な推進を図る。 
事業に要す

る費用の額 
金

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

20,250 (千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 13,500 (千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

 6,750 (千円) 民 13,500 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ）  20,250 (千円) うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

13,500(千円) 
 

その他（Ｃ） 0 (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.9】実習指導者講習会事業 【総事業費】 
2,922 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県（県看護協会へ委託） 

事業の目標 講習会を修了した受講者数 ４７名 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  実習指導者の資質を向上させ、看護教育の充実を図っていくため、看護師等

養成所の実習施設の実習指導者を対象に、看護教育における実習の意義ならび

に実習指導者としての役割を理解し効果的な実習指導ができるよう必要な知

識・技術を修得させる講習会を実施する。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
2,922(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 20(千円) 

基金 国（Ａ） 1,948(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

974(千円) 
 

民 1,928(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 2,922(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

1,928(千円) 
 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
 
 
  



24 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10】新人看護職員卒後研修事業 【総事業費】 
36,815 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県（県看護協会へ委託）、対象医療機関等 
 

事業の目標 ○新人看護職員研修推進事業 
新人看護職員合同研修の開催       ８回 
新人看護職員研修責任者研修の開催    ３回 
新人看護職員教育担当者研修の開催    ２回 
新人看護職員実地指導者研修の開催    ３回 
新人看護職員研修責任者等合同研修の開催 １回 

○新人看護職員研修事業 
事業実施医療機関等 ２６施設 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 ○新人看護職員研修推進事業 

 主として免許取得後に初めて就労する保健師、助産師、看護師及び准看護師

の臨床研修体制の支援、研修責任者の育成及び地域における連携体制の構築を

図るための研修会等を開催する。 
○新人看護職員研修事業 
主として免許取得後に初めて就労する保健師、助産師、看護師及び准看護師

の看護の質の向上及び早期離職防止を図るため、基本的な臨床実践能力を獲得

するための研修を実施する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
36,815(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 14,547(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

7,275(千円) 
 

民 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 21,822(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） 14,993(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11】「看護の日」記念知事表彰事業 【総事業費】 
106 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県 

事業の目標 知事表彰者数 ６名 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  「看護の日」を記念し、看護等に多大な貢献があった者を知事表彰し、看護

師等の士気の高揚を図る。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
106(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 71(千円) 

基金 国（Ａ） 71(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

35(千円) 
 

民 0(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 106(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 
 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12】重症心身障がい児療育研究支援事業 【総事業費】 
3,600 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
国立病院機構宮崎病院 
社会福祉法人愛泉会日南病院 

事業の目標 重症心身障がい児（者）の入所施設の医療従事者等の学術集会、研究会、研修

会、講習会等への参加者数 ８０名 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 重症心身障がい児（者）に対する医療技術や療育サービスの向上を図るため

以下の事業を実施する。 

①新たな医療技術や訓練等の研究 

②医療従事者等の資質向上のための研修 

③事例研究 

④その他重症心身障がい児の医療や療育サービスの向上に資する事業 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
3,600(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 1,371(千円) 

基金 国（Ａ） 2,400(千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

1,200(千円) 

 

民 1,029(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 3,600(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

1,029(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13】障がい児者歯科専門医育成事業 【総事業費】 
4,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
宮崎市郡歯科医師会 

事業の目標 ・延べ患者数の受入れ維持：平成 27 年度 ８，０００名 
・年間診療日数の維持：平成 27 年度２９０日 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  県内唯一の障がい児者専門の歯科診療所である宮崎歯科福祉センターの利用

者数が増加している状況の中で、障がい児者が将来にわたり安心して歯科診療

を受ける体制を維持するために、センターの歯科麻酔医等の専門医を育成する

ための経費を支援する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
4,000(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 2,666(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

1,334(千円) 
 

民 2,666(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 4,000(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 
 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
 
 
  



28 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14】医療勤務環境改善支援センター事業 【総事業費】 
4,130 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県医師会 
 

事業の目標 医療機関の管理者に対する説明会を２回開催する。 
このことにより、県内全域の医療機関における勤務環境改善の意識の醸成を図

る。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 医療従事者の勤務環境の改善を促進するための拠点として、医療勤務環境改

善支援センターを設置し、医療機関の勤務環境改善を促進するための支援を行

い、医師、看護師等の医療従事者の離職防止、定着促進を図る。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
4,130 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 2,753(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

1,377(千円) 
 

民 2,753 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 4,130(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

2,753(千円) 
 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15】病院内保育所運営支援事業 【総事業費】 
195,026 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
対象医療機関 
 

事業の目標 病院内保育施設支援数 １３か所 
  

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 県内に所在する病院及び診療所に従事する職員の離職防止及び再就業を

促進し、医療従事者の確保を図るため、病院内保育施設を運営する事業者

を支援する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
195,026 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 20,174 (千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

10,087 (千円) 民  (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 30,261 (千円) うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） 164,765 (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16】救急医療利用適正化推進事業 【総事業費】 
5,856 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県医師会、地域団体 

事業の目標 保育園・幼稚園における訪問救急教室開催回数 26 回 
救急医療利用（かかりつけ医等）の普及啓発を実施する団体数 3 団体 

 

事業の期間 平成２７年７月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  県民に救急医療機関の適正受診を促すために、かかりつけ医を持つことの意

義や救急医療機関の役割等について、普及啓発を行う。 
①保育園、幼稚園における訪問救急教室の開催（県医師会に委託） 
②県民に対する普及啓発の取組を実施する団体の支援（団体への補助） 

 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
5,856(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 2,621(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

1,310(千円) 
 

民 2,621(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 3,931(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

1,337(千円) 
 

その他（Ｃ） 1,925(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17】小児救急医療電話相談事業 【総事業費】 
18,071 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県医師会 

事業の目標 相談受付日数 ３６５日 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  小児救急患者の保護者等からの電話相談により、保護者の不安軽減と小児救

急医療機関への不用不急の受診を抑制し、小児科救急医の負担軽減を図る。 
（対応時間） 毎日 １９時から翌朝８時まで 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
18,071 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0 
(千円) 

基金 

国（Ａ） 11,510 (千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

 5,755 (千円) 民 11,510 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 17,265 (千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

11,510 (千円) 
 

その他（Ｃ） 806 (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18】産科医等研修支援事業 【総事業費】 
6,420 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県医師会 
 

事業の目標 ①新生児蘇生法講習会 ３回 

②ＡＬＳＯ－Ｊａｐａｎコース １回 

③県産婦人科病医院従事者研修会 １回 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 県内の産科医療に係る研修環境の充実により産科医療従事者のスキルアップ

を図り、安心してお産のできる体制を整えるため、県医師会（県産婦人科医会）

等における研修等の開催を支援する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
6,420 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 4,280(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

2,140(千円) 
 

民 4,280 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 6,420(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 
 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者等の確保に関する事業 

事業名 【No.19】歯科医療従事者養成充実事業 【総事業費】 
12,683 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県歯科医師会 
 

事業の目標 県歯科医師会が設置している歯科衛生士・歯科技工士養成所（宮崎歯科技術専

門学校）の設備を整備。 
・歯科衛生士・歯科技工士養成所の機能強化 １施設 

事業の期間 平成２７年１２月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  歯科医療に従事する歯科衛生士及び歯科技工士の教育内容の充実を図り、質

の高い医療を提供できる人材を育成するため、歯科衛生士・歯科技工士養成所

の設備を整備する県歯科医師会を支援する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
12,683(千円) 

 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 4,227(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

2,114(千円) 
 

民 4,227(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 6,341(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 
 

その他（Ｃ） 6,342(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20】薬剤師確保対策支援事業 【総事業費】 
1,454 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県薬剤師会 

事業の目標 ①復職を希望する薬剤師の把握を行うとともに、復職支援プログラムの構築を

行う。 
②薬剤師の県内定着のための就職 PR 活動 ４回 

事業の期間 平成２７年１２月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  地域医療を担う県内薬剤師の確保を図るため、県薬剤師会における子育て世

代の女性薬剤師や無職薬剤師の復職支援並びに薬学生への就職ＰＲを支援す

る。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
1,454(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 485(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

242(千円) 
 

民 485(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 727(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 
その他（Ｃ） 727(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21】災害拠点病院等人材強化事業 【総事業費】 
7,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 
県、各医療機関 

事業の目標 ①専門的な災害医療の研修 １回 
②災害拠点病院等への支援 １２医療機関 

事業の期間 平成２７年１２月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  災害時における救急患者の受入や被災地の医療機関等の支援を行う災害拠点

病院等の人材を強化するため、専門的な災害医療研修を実施するとともに、各

災害拠点病院等の訓練・研修や資機材等の購入を支援する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
7,000(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 4,667(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

2,333(千円) 
 

民 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 7,000(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）基盤整備 

 （中項目）基盤整備 

 （小項目）介護人材確保対策協議会設置事業 

事業名 【No.1】介護人材確保連携強化事業 
 

【総事業費】 
 2,995千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（一部県介護労働安定センターへの委託 

事業の目標 行政や職能団体、事業者団体等が連携して施策を検討・提案する。 

 

事業の期間 平成２７年１１月 1日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①行政や職能団体、事業者団体などで構成する「介護人材確保推進協議会」を

設置する。 

②介護人材不足に係る実態調査を実施（委託事業） 

③調査結果を踏まえた課題解消に向けた具体的な取組等を検討し、基金事業へ

施策を提案 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,995(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 2,006(千円) 民 2,006 (千円) 
 都道府県

（Ｂ） 

989(千円) 
 うち受託事業等（再掲）

（注２） 

2,006(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 2,955(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」、 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業 

事業名 【No.2】「介護のしごと」理解促進事業 【総事業費】 
3,243 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県介護福祉士会、県老人保健施設協会への委託） 

事業の目標 ・シンポジウムへの参加者数 200 名 

・職場体験への参加者数    80 名（8施設×10 名） 

事業の期間 平成２７年１０月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ○「介護の心」をテーマにしたシンポジウムの開催 

○「介護のしごと」のＰＲ事業 

・パンフレットの作成 

・「介護のしごと」に関するアンケートの実施 

・「介護のしごと」の職場体験 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,243(千円) 
 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
 

基金 国（Ａ） 2,162(千円) 民 2,162 (千円) 
 都道府県 

（Ｂ） 

1,081(千円) 
 うち受託事業等（再掲）

（注２） 

2,162(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 3,243(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業 

事業名 【No.3】福祉・介護人材確保推進事業（福祉の職場魅力発見事業） 【総事業費】 
4,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県社会福祉協議会への委託） 

事業の目標 ①実施回数：１２回 ②実施回数：１２回 ③参加人数：５０人 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①進路指導担当の教職員向け講習会  

  高等学校の進路指導担当教職員等を対象とした「福祉・介護の仕事」に関する

講習会を開催 

②「福祉のお仕事」出張講座 

  中・高校生等を対象とした「福祉・介護の仕事」の紹介や資格の説明等を行う

出張講座を実施 

③魅力発見「福祉の職場見学会」 

  求職者、高校生、大学生等を対象とした、福祉・介護事業所の見学会（バスツ

アー）を開催 

④関係機関（労働局･ハローワーク等）との連携･連絡を強化 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

4,000(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 2,666(千円) 民 2,666(千円) 
 
 

都道府県 

（Ｂ） 

1,334(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 4,000(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

2,666 (千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職場 

体験事業 

事業名 【No.4】介護未経験者就業支援事業 【総事業費】 
7,200 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（介護人材養成機関への委託） 

事業の目標 就業実践講座を開催し就業支援を図る。 

就業実践講座受講者数２４０名 
事業の期間 平成２７年１１月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 「就業実践講座」実施事業（県内の介護人材養成機関６校に委託） 

対象者：介護を就職の選択肢と考えている方 

内 容：座学形式（介護保険制度、介護の基礎知識、介護技術等） 

介護実習（介護保険施設等にて介護実習） 

定 員：２４０名（４０名×６講座） 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

7,200(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 4,800(千円) 民 4,800(千円) 
 都道府県 

（Ｂ） 

2,400(千円) 
 うち受託事業等（再掲）

（注２） 

4,800(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 7,200(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.5】高齢者生活支援担い手確保モデル事業 【総事業費】 
2,100 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

未定（モデル３市町村を予定） 

事業の目標 総合事業の実施にあたり、住民が主体となった地域の支え合いの体制づくり

や、多様な主体間の情報交換や連携を進めるため、多様なサービスの提供主体

となる担い手の育成を実施する。 
事業の期間 平成２７年１０月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ① 生活支援の担い手募集 

② 必要な知識・接遇を修得するための研修会開催 

③ 生活支援に関するサービス提供 

④ 情報交換   

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,100(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ） 1,400(千円) 民  (千円) 
 都道府県 

（Ｂ） 

700(千円) 
 うち受託事業等（再掲）

（注２） 

 (千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 2,100(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護促進のための研修支援 

 （小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.6】介護職員就業・定着促進事業 【総事業費】 
5,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の目標 介護職員初任者研修修了者１００名 

 

 
事業の期間 平成２７年１０月下旬～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護関係の資格を有していない初任段階の介護職員を雇用している法人が、

当該職員に係る介護職員初任者研修の受講料を負担した場合に支援を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

5,000(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 3,333(千円) 
 

基金 国（Ａ） 3,333(千円) 民 0(千円) 
 都道府県 

（Ｂ） 

1,667(千円) 
 うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 5,000(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化

事業 

事業名 【No.7】福祉人材センター運営事業（福祉人材確保重点事業） 【総事業費】 
3,788 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県社会福祉協議会への委託） 

事業の目標 ①参加者：３００人、参加事業所：７０箇所、採用内定数：６０人 

②参加者：６０人、参加事業所：２０箇所 

③土曜来所者数：１００人 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ① 福祉の仕事就職面接会 

県内の求人事業所（社会福祉施設、介護サービス事業所等）及び大学・ 

短期大学・専門学校の卒業予定者や一般求職者を対象に合同就職面接会を開

催する。 

・ 実施体制（予定） 

      共催：宮崎労働局、宮崎公共職業安定所 

      協力：宮崎県介護福祉士養成校 他 

・ 実施回数：年１回 

② 福祉の仕事説明会（in 延岡） 

主に県北に事業所を持つ社会福祉施設、介護サービス事業所等及び福祉の 

職場に就職を希望する方、福祉の仕事に関心のある方、福祉の職場について 

知りたい方等を対象に、より身近な圏域で求人事業者と求職者とが個別面談 

できる就職説明会を開催する。 

・ 実施回数：年１回 

③ 無料職業紹介事業開設日拡充 

仕事などの都合により平日に来所することができない方を対象に、福祉人 

材センター無料職業紹介窓口を土曜日も開所する。 

・ 主たる対象：求職者、求人事業所 

・ 実施期間：毎週土曜日(祝日、年末年始除く)の午前９時から午後４時 

・ 実施体制：非常勤職員 ２名 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,788(千円) 基金充当額 
（国費） 

公 0(千円) 
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基金 

国（Ａ） 2,525(千円) における 
公民の別 
（注１） 

民 2,525(千円) 
 都道府県 

（Ｂ） 

1,263(千円) 
 うち受託事業等（再掲）

（注２） 

2,525 (千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 3,788(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（その１） 

事業名 【No.8】社会福祉研修センター運営事業（キャリアパス支援研修） 【総事業費】 
2,042 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県社会福祉協議会への委託） 

事業の目標 受講者人数目標 

①福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 初任者コース：２５０人 

②福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 中堅職員コース：２５０人 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護職員等を対象に、自らのキャリアパスを描き、それぞれのキャリアパスの

段階に応じた共通に求められる能力を段階的・体系的に習得させるための研修

を行う。 

①福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 初任者コース 

 ・キャリアデザインとセルフマネジメント 

 ・福祉サービスの基本理念と倫理 

 ・メンバーシップ・リーダーシップ 

 ・福祉職員としての能力開発 

 ・行動指針の作成 

 ・キャリアデザインとアクションプランの策定 他 

②福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 中堅職員コース 

 ・キャリアデザインとセルフマネジメント 

 ・福祉サービスの基本理念と倫理 

 ・メンバーシップ・リーダーシップ 

 ・中堅職員としての能力開発 

 ・行動指針の作成 

 ・キャリアデザインとアクションプランの策定 他 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,042(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 0(千円) 
 

基金 
国（Ａ） 1,361(千円) 民 1,361 (千円) 

 都道府県 681(千円) 
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（Ｂ）  （注１） うち受託事業等（再

掲）（注２） 

1,361 (千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 2,042 (千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.9】介護人材キャリアアップ研修支援事業 【総事業費】 
4,209 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県介護福祉士会、県老人保健施設協会への委託） 

事業の目標 ・老健研修の受講者数 ４００名 

・口腔ケア等研修の受講者数 １００名 

・中堅職員研修の受講者数 １００名 

事業の期間 平成２７年１０月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ○介護老人保健施設の職員を対象とした段階別のキャリアアップ研修 

 （基礎研修、中堅職員、管理者） 

○経験の浅い介護職員（有料老人ホーム等）を対象とした介護技術（口腔ケア・

ポジショニング等）の指導研修 

○中堅職員（有料老人ホーム等）を対象とした指導業務等に係るグループワ 

ーク研修 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

4,209 (千円) 
 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 2,806 (千円) 民 2,806 (千円) 
 都道府県 

（Ｂ） 

1,403 (千円) 
 うち受託事業等（再掲）

（注２） 

2,806 (千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 4,209 (千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.10】喀痰吸引等研修実施事業 【総事業費】 
15,847 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県社会福祉協議会への委託） 

事業の目標 ・指導者伝達講習の受講者数 ９０名 

・介護職員等の喀痰吸引等研修の受講者数 １６０名 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 (1)指導者伝達講習（指導する看護師等の養成） ９０名 

(2)介護職員等の喀痰吸引等研修 

  ①研修概要 

   ・基本研修 講義(50h)、筆記試験、演習（シミュレーターによる実技） 

     ・実地研修 実際の患者に対しての各行為を実習 

  ②研修規模 １６０名（基本研修 ８０名×２回） 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

15,847 (千円) 
 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 8,614 (千円) 民 8,614 (千円) 
 都道府県 

（Ｂ） 

4,308 (千円) 
 うち受託事業等（再掲）

（注２） 

8,614(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 12,922 (千円) 

その他（Ｃ） 2,925 (千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.11】認定介護支援専門員相談・助言事業 【総事業費】 
2,480 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県介護支援専門員協会への委託） 

事業の目標 平成２７年度の訪問対象（２１６事業所） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 (１)認定介護支援専門員による巡回相談・助言等の実施 

 県内の居宅介護支援事業所を訪問の上、個別に相談及び助言に応じる。 

(２)認定介護支援専門員の活動事例の紹介 

 活動によって得られたケアプランの適正な作成事例等をＨＰに掲載する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,480 (千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 826(千円) 民 826(千円) 
 都道府県 

（Ｂ） 

414(千円) 
 うち受託事業等（再掲）

（注２） 

826 (千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 1,240(千円) 

その他（Ｃ） 1,240(千円) 
備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）潜在有資格者の再就業促進 

 （小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【No.12】潜在介護職員再就業促進事業 
～現場で使える介護技術の修得～ 

【総事業費】 
2,506 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県介護福祉士会への委託） 

事業の目標 ・研修の受講者数 150 名 

事業の期間 平成２７年１０月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 基礎的技術から専用の福祉用具を使った実用段階のレベルまで、段階に応じ

た次の研修を実施 

○介護技術基礎講習会 

○スライディングボード・シート講習会 

○リフトリーダー養成研修（２日間） 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,506 (千円) 
 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 1,670 (千円) 民 1,670 (千円) 
 都道府県 

（Ｂ） 

836 (千円) 
 うち受託事業等（再

掲）（注２） 

1,670 (千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 2,506 (千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 
 （中項目）キャリアアップ研修の支援 
 （小項目）認知症ケアに携わる人材育成のための研修事業 

事業名 【No.13】認知症介護研修事業 【総事業費】 
10,726 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県介護福祉士会への委託） 

事業の目標 認知症高齢者の介護実務者及び指導的立場にある者に対し、介護技術の向上と

適切なサービスの充実を図る 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 以下、①から④の研修を実施する。 

①認知症対応型事業開設者研修 

②認知症対応型サービス事業管理者研修 

③小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

④認知症介護指導者フォローアップ研修 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
10,726(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 1,121(千円) 民 1,121 (千円) 
 

 
都道府県 

（Ｂ） 
562(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 1,683(千円) うち受託事業等（再掲） 

（注２） 

1,121 (千円) 
 

その他（Ｃ） 9,043(千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 
 （中項目）地域包括ケア構築の広域的人材養成 
 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.14】認知症地域医療支援事業 【総事業費】 
1,259 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県(県医師会への委託) 

事業の目標 研修を受講した医師、看護師、医療従事者が増えることにより、認知症の人が

住み慣れた地域において、その人の発症初期から状況に応じた支援体制の構築

を図る。 
事業の期間 平成２７年７月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ・かかりつけ医認知症対応力向上研修（年１回７０名程度） 

・病院勤務の医療従事者を対象とした認知症対応力向上研修（年１回２００名

程度） 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
1,259(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 839(千円) 民 839(千円) 
 

 
都道府県 

（Ｂ） 
420(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 1,259(千円) うち受託事業等（再掲） 

（注２） 

839 (千円) 
その他（Ｃ） (千円) 

 
備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 
 （中項目）地域包括ケア構築の広域的人材養成 
 （小項目）認知症ケアに携わる人材育成のための研修事業 

事業名 【No.15】初期集中・若年性認知症支援事業 【総事業費】 
2,199 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（国立長寿医療研究センターへの委託） 

事業の目標 初期集中支援チームは、平成 30 年４月までに設置が必須となっているため、現

在サポート医が不在となっている市町村の設置を目指す。 
認知症サポート医の養成（目標 110 名（中学校数 150-既存医師数 40 名） 
若年性認知症について県民向けへ理解を深める。 

事業の期間 平成２７年７月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ・ 認知症サポート医の養成（毎年 10 名） 
・ 若年性認知症シンポジウムの開催 
・ 若年性認知症の人とその家族の支援に特化した地域包括支援センター等職

員への研修 
事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
2,199(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 766(千円) 
 

基金 国（Ａ） 766(千円) 民 0(千円) 
 

 
都道府県 

（Ｂ） 
384(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 1,150(千円) うち受託事業等（再掲） 

（注２） 

0(千円) 
その他（Ｃ） 1,049(千円) 

 
備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 
 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
 （小項目）認知症ケアに携わる人材育成のための研修事業 

事業名 【No.16】認知症施策推進に係る研修支援事業 【総事業費】 
2,910 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県(認知症介護研究・研修東京センターへの委託) 

事業の目標 認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援チーム員が認知症の人やその家族

の相談・支援を行い、早期に関与するために必要な知識・技術の習得が図られ、

市町村の体制整備が図られることにより、認知症の人が住み慣れた地域でその

人らしく生活することができる。 
事業の期間 平成２７年７月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ・認知症地域支援推進員研修受講料の支援 

１５市町村×３人 

・及び認知症職集中支援チーム員研修受講料の支援 

１０市町村×３人 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
2,910(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 800(千円) 
 

基金 国（Ａ） 1,940(千円) 民 1,140(千円) 

 都道府県 

（Ｂ） 
970(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 2,910(千円) うち受託事業等（再掲） 

（注２） 

 0(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 
 （中項目）地域包括ケア構築の広域的人材養成 
 （小項目）認知症ケアに携わる人材育成のための研修事業 

事業名 【No.17】認知症サポート医スキルアップ事業 【総事業費】 
1,688 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県医師会への委託） 

事業の目標 認知症サポート医がより深く認知症についての知識を習得するとともに、かかりつけ医

や地域包括支援センター等との連携や情報共有のノウハウを学ぶことで、認知症サポート

医やかかりつけ医間の情報共有が図られることにより、認知症の人が住み慣れた地域でそ

の人らしく生活するための支援体制の充実が図られる。 
事業の期間 平成２７年１０月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①先進地域における認知症サポート医の活動事例紹介 

②認知症の診断・治療・ケア等に関する研修 

③認知症の症例検討、グループ討議 

④認知症サポート医、地域包括支援センター職員等を対象とした意見交換会 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
1,688(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 1,125(千円) 民    1,125（千円） 
 

 
都道府県 

（Ｂ） 
563(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 1,688(千円) うち受託事業等（再掲） 

（注２） 

   1,125（千円） 

その他（Ｃ） 0(千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

 

事業名 【No.18】地域包括支援ネットワーク構築等支援事業 【総事業費】 
23,818 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県社会福祉協議会への委託） 

事業の目標 地域包括支援ネットワーク構築支援や地域包括支援センターの機能強化を行

い、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活することができるよう、地域包括ケ

アシステムの推進を図る。 
事業の期間 平成２７月４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 広域支援員を配置し、市町村や地域包括支援センターが主催する地域ケア会議

の運営等に対する助言や研修に対する支援のほか、弁護士や社会福祉士等の専門

職派遣を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

23,818(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 2,514(千円) 民 2,514 (千円) 
 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,257(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 3,771(千円) うち受託事業等（再掲） 

（注２） 

0(千円) 

その他（Ｃ） 20,047(千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.19】高齢者生活支援・介護予防推進事業 【総事業費】 
1,570 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県社会福祉協議会への委託） 

事業の目標 ○３年間で段階的に１５０名程度を養成 

（県内全日常生活県域数（包括設置数６９）及び市町村担当職員数（市町村数２

６）、異動者等） 

○県内生活支援コーディネーターのネットワーク化が図られ、情報の共有化、OJT

効果等により、県内全域での生活支援体制整備が推進される。 

○生活支援体制整備事業の普及が図られ、生活支援コーディネーターの活動が促

進される。 
事業の期間 平成２７年７月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 １）生活支援コーディネーター養成及び活動支援 

・生活支援コーディネーター養成研修 

・生活支援コーディネーター活動支援 

２）生活支援の提供の基盤整備（受け皿づくり） 

・生活支援の担い手になり得る団体に対する普及啓発 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,570(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0 (千円) 
 

基金 国（Ａ） 1,046(千円) 民 1,046 (千円) 
 

 

都道府県 

（Ｂ） 

524(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 1,570(千円) 
 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

1,046 (千円) その他（Ｃ） 0(千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.20】地域のちから・介護予防推進事業 
（介護予防支援従事者研修会） 

【総事業費】 
818 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

 県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県介護支援専門員協会への委託） 

事業の目標 地域包括支援センターにおいて、適切な介護予防マネジメント及び介護予防支援

が実施されるよう支援する。（地域包括支援センター６９カ所） 
 

事業の期間 平成２７年７月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ◯介護予防支援従事者研修会 

 介護予防・日常生活総合事業を踏まえ、地域包括支援センターにおいて、適切

な介護予防マネジメント及び介護予防支援が実施できるよう研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

818(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 545(千円) 民 545(千円) 
 
 

都道府県 

（Ｂ） 

273(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 818(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

545(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.21】権利擁護人材育成・資質向上支援体制づくり事業 【総事業費】 
2,686 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（宮崎県社会福祉協議会への委託） 

事業の目標 認知症高齢者の増加に伴い、成年後見の需要が高まっている中、市民後見人養

成研修修了者を「法人後見支援員」として育成するとともに、県内市町村社会福

祉協議会による「法人後見」受任体制の構築を支援する。 

 
事業の期間 平成２７年１０月中旬～平成２８年３月３１日 

事業の内容 法人後見支援員の育成を図るとともに、市町村社会福祉協議会における法人後

見の体制づくりのための研修会等の開催 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,686(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 1,790(千円) 民 1,790(千円) 
 
 

都道府県（Ｂ） 896(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 2,686(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）介護予防の推進に資する OT、PT、ST 指導者養成事業 

事業名 【No.22】地域のちから・介護予防推進事業 
（リハ職等活用による介護予防機能強化推進事業） 

【総事業費】 
3,244 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

 県全体  

事業の実施

主体 

宮崎県（県作業療法士会、県理学療法士会への委託） 

事業の目標 市町村が主体となって地域づくりを踏まえた住民主体の通いの場の創設やリハ

職の活用などを通し、介護予防事業の効果的な展開を総合的に支援する。 
事業の期間 平成２７年７月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 １．市町村、包括支援センターに対する相談支援 

２．介護予防研修（市町村に対する研修、リハ職に対する研修） 

３．連絡会の開催（県理学療法士会、県作業療法士会、県担当者） 

４．リハ職活用による短期集中予防モデルの構築 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,244(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 2,163(千円) 民 2,163(千円) 
 
 

都道府県 

（Ｂ） 

1,081(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 3,244(千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

2,163(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 
 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）介護予防の推進に資するＯＴ，ＰＴ，ＳＴ指導者育成事業 
事業名 【No.23】在宅高齢者に対する栄養管理チーム支援推進事業 【総事業費】 

3,200 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県栄養士会への委託） 

事業の目標 在宅での栄養管理チームによる事例検討やその評価・検証等を行うことにより、

在宅医療・介護の充実を図ることを目的とする。 

事業の期間 平成２７年９月～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①在宅栄養管理モデルチームを組織化 

 （看護師、管理栄養士、言語聴覚士、介護支援専門員等） 

②連絡検討会 

③モデルケースの選定・支援 

（在宅での栄養管理を要する事例を選定、モデルチームによる個別支援） 

④評価・検証 

（学識経験者による技術的助言、報告会の開催、報告書作成） 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
3,200(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 2,133(千円) 民 2,133(千円) 
 
 

都道府県 

（Ｂ） 
1,067(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 3,200(千円) うち受託事業等（再掲） 

（注２） 

2,133 (千円) 
その他（Ｃ） 0(千円) 

 
備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）人材育成力の強化 

 （小項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事業 

事業名 【No.24】社会福祉研修センター運営事業（OJT スキル研修） 【総事業費】 
834 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県社会福祉協議会への委託） 

事業の目標 受講者人数目標 

①  ＯＪＴスキル基礎研修：２００人 

② ＯＪＴスキル実践研修：２００人 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容  介護事業所等の中堅職員やチームリーダーに対し、OJT スキルを学びマネジメ

ント能力やコーチングスキルを身につけるための研修を行い、新人職員の指導体

制を整え、早期離職防止と定着促進を図る。 

① ＯＪＴスキル基礎研修 

  ・ＯＪＴの目的と役割  

・ＯＪＴを効果的におこなうためのポイント 

  ・具体的な指示の仕方、ほめ方、指摘の仕方 他 

② ＯＪＴスキル実践研修 

  ・ＯＪＴの目的と役割  

・ＯＪＴを効果的におこなうための体制づくり 

  ・ＯＪＴ担当職員の指導方法 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

834(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 0(千円) 
 

基金 国（Ａ） 556(千円) 民 556 (千円) 
 

 

都道府県 

（Ｂ） 

278(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 834 (千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

556(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善支援 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.25】福祉・介護人材確保推進事業（ストップ！介護人材離 
職防止促進事業） 

【総事業費】 
2,893 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県社会福祉協議会への委託） 

事業の目標 ①参加者：２５０人 ②参加者：１００人 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①職場定着推進フォーラム事業  

  介護施設・事業所の経営者等を対象とした講演会、優良事業所の表彰及び事例

発表、腰痛防止対策の啓発等の実施 

②離職防止環境整備セミナー 

 介護施設・事業所の経営者、管理者等を対象とした施設運営についてのセミナ

ーの実施 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,893(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
 

基金 国（Ａ） 1,928(千円) 民 1,928(千円) 
 

 

都道府県 

（Ｂ） 

965(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 2,893 (千円) うち受託事業等（再掲）

（注２） 

1,928 (千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考（注３）  

 
  



63 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善支援 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.26】雇用管理制度整備支援事業 【総事業費】 
2,500 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県、県介護労働安定センター宮崎支部 

事業の目標 県内４地域で連絡協議会を組織。 
県内２地域の連絡協議会の参加事業所において、人事制度・人材育成制度を整備。 

事業の期間 平成２７年１０月下旬～平成２８年３月３１日 

事業の内容 通所介護、訪問介護のサービスを運営する事業者のうち、小規模の事業者どうし

による連絡協議会を県内各地域で組織する。また、連絡協議会の参加事業所に対

して、人事制度・人材育成制度を整備するための講義及びワークショップを実施

する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,500(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 

国（Ａ） 1,666(千円) 民 1,666 (千円) 
 

 

都道府県 

（Ｂ） 

834(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 2,500(千円) 
 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

1,666(千円) その他（Ｃ） (千円) 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善支援 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.27】腰に優しい介護技術普及事業 【総事業費】 
976 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県理学療法士会への委託） 

事業の目標 一回あたりの受講者数５０名、一圏域あたり年２回実施、 

延６００名・計１２回の開催を目標とする。 
事業の期間 平成２７年１０月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護福祉従事者に対する腰痛対策及び予防教育のためのマニュアル作成、研修

会を実施し、介護現場での大きな離職理由の一つである「腰痛」という身体不調

の問題に対して、予防するための技術や対策の普及･啓発を進め、介護従事者の

身体不調の不安軽減と離職防止を図ることで、介護従事者の確保につなげる。 

  (1)腰痛予防マニュアル作成    

     腰痛対策・予防及び介護技術を記載したマニュアルを作成し、研修会 

において活用する。 

(2)腰痛予防研修会の実施  

県内６ブロック（①延岡･日向、②児湯、③宮崎市郡、④県南、⑤都城 

市郡、⑥西諸）の拠点施設（宮崎県理学療法士会の会員施設を活用予定）に

おいて、各ブロック年２回×６ブロックの累計１２回実施する。講師は、各

ブロックごとの一般社団法人宮崎県理学療法士会会員が務めることとし、一

般社団法人介護福祉士会の協力を得て参加者を募ることとする。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

976(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 
 

基金 国（Ａ） 650(千円) 民 650(千円) 
 

 

都道府県 

（Ｂ） 

326(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 976 (千円)  うち受託事業等（再掲）

（注２） 

650(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 


